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（１）はじめに

ⅠⅠⅠⅠ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務書類の公表について財務書類の公表について財務書類の公表について財務書類の公表について

税収等の自主財源が乏しいみやこ町ですが、ここ数年の財政運営は、大変厳しい状況なが
らも、合併特例による普通交付税の算定替えや国の地域活性化交付金や経済対策交付金等に
よって、比較的安定しています。
しかし、過疎化・高齢化が進展する中、町税等の収入が見込めない上に、社会保障費の増

加とともに多様化する行政サービスの需要増への対応や老朽化した施設維持費の増加等課題
が山積みしています。
また、平成２８年度からは、地方交付税の段階的減額措置の対象となり、平成３３年度に

は、現在より１０億円近くの歳入減が予想されます。
こうした状況の下、将来に亘って安心できる安定した財政基盤の構築が迫られており、そ

のためには、現在の財政状況を的確に把握する必要があります。
しかし、これまでの地方自治体の会計は、「現金主義」を採用しており、現金の流れや過

不足を把握しやすいというメリットがあるものの、過去に蓄積してきた資産、負債の状況や
減価償却といったストック情報、事業効率を数値化するコスト情報等が不足していました。
そこで近年、各地の地方自治体では、企業会計の手法を取り入れた毎年度ごとの財務諸表

の作成が進んでおり、財政状況の把握に活用されています。
みやこ町においても平成２２年度決算から財務諸表を作成し、そこから得られる情報を広

く住民に公表しています。
この度作成しました「平成２３年度みやこ町の財務諸表」を今後の財政運営に反映させる

ことによって、より効果的・効率的な行政サービスの提供を目指したいと考えています。



（２）財務諸表の作成基準

ⅠⅠⅠⅠ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務書類の公表について財務書類の公表について財務書類の公表について財務書類の公表について

財務諸表作成にあたって、平成１９年１０月に総務省が公表した「新地方公会計制度実務
研究会報告書」で示された方式は、「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」があります
が、みやこ町では「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。
数値は平成２３年度決算により平成２４年３月３１日を基準日としています。なお、出納

整理期間（平成２４年４月１日～５月３１日）における収入支出については基準日までに終
了したものとして処理しています。

固定資産等の基礎数値は、昭和４４年度以降の決算統計の数値を基礎として作成していま
す。資産の評価の方法として、土地以外の有形固定資産については、「新地方公会計制度実
務研究会報告書」に定められた耐用年数により、定額法で減価償却を行っています。

○主な耐用年数
総務費：庁舎 ５０年 民生費：保育所 ３０年
土木費：道路 ４８年 土木費：公 園 ４０年
教育費：学校 ５０年

また、財務書類には「普通会計ベース」と「連結会計ベース」の２種類があり、それぞれ
対象となる会計の範囲は次のとおりです。



（３）会計の範囲

連連連連 結結結結 会会会会 計計計計

(有)犀川四季犀館、(有)勝山町農業支援センタ－、
豊津まちづくり(有)

外郭団体外郭団体外郭団体外郭団体[[[[３団体３団体３団体３団体]]]]

一般会計

一般会計一般会計一般会計一般会計[[[[１会計１会計１会計１会計]]]]

国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、
介護保険事業特別会計、公共下水道事業特別会計、
農業集落排水事業特別会計、水道事業特別会計

特別会計特別会計特別会計特別会計[[[[６会計６会計６会計６会計]]]]

普普普普 通通通通 会会会会 計計計計

住宅新築資金等事業特別会計、土地取得特別会計

特別会計特別会計特別会計特別会計[[[[２会計２会計２会計２会計]]]]

普通会計とは、一般会計に特別会計を含めたものです。
連結会計とは、普通会計と普通会計以外の特別会計に外郭団体を含めたものです。なお、外

郭団体のうち第三セクターについては、本町の出資比率が５０％以上の団体を対象としていま
す。

ⅠⅠⅠⅠ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務書類の公表について財務書類の公表について財務書類の公表について財務書類の公表について



貸借対照表（B/S） 行政コスト計算書（P/L）

経常行政コスト

資産 負債

経常収益

歳計現金 純資産 純経常行政コスト

資金収支計算書（C/F） 純資産変動計算書（NWM）

経常行政コスト

期首歳計現金残高

＋ 純経常行政コスト

当年度歳計現金増減額

一般財源・国庫補助金等

期末歳計現金残高

期末純資産残高

ⅠⅠⅠⅠ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務書類の公表について財務書類の公表について財務書類の公表について財務書類の公表について

（４）財務書類の構成

財務諸表は、「貸借対照表（Ｂ/Ｓ）」、「行政コスト計算書（Ｐ/Ｌ）」、「純資産変動
計算書（ＮＷＭ）」、「資金収支計算書（Ｃ/Ｆ）」の４つの表によって構成されており、矢
印が示すようにそれぞれの表の数値はお互いに補完しあっています。



ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))

（１）貸借対照表（バランスシート）

平成２４年３月３１日現在で、行政サービス提供のために保有している財産（資産）と、
その資産を取得するためにどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを表したもので
す。「負債」は将来返済しなければならない債務であり、次の世代が負担しなければならな
い金額を示しています。「純資産」は、これまでの世帯が負担してきた金額を示しています。
左側の「資産」と、右側の「負債」「純資産」の合計が一致することから、バランスシート
とも呼ばれ、現金の収支を表す決算書だけでは把握できない財産や負債など、これまでの資
産形成の結果を知ることができます。端数

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

項 目
普通会計 連結会計

項 目
普通会計 連結会計

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

((((１１１１))))公共資産公共資産公共資産公共資産 47,52547,52547,52547,525 80%80%80%80% 54,87554,87554,87554,875 81%81%81%81%((((１１１１))))固定負債固定負債固定負債固定負債 12,14712,14712,14712,147 20%20%20%20% 15,51815,51815,51815,518 23%23%23%23%

①有形固定資産 47,435 80% 54,785 81% ①地方公共団体地方債 8,871 15% 12,224 18%

②無形固定資産 90 0% 90 0% ②関係団体地方債借入金 0 0% 18 0%

③売却可能資産 0 0% 0 0% ③引当金 2,975 5% 2,975 4%

((((２２２２))))投資等投資等投資等投資等 8,9348,9348,9348,934 15%15%15%15% 8,8938,8938,8938,893 13%13%13%13% ④その他 301 1% 301 0%

①投資及び出資金 866 1% 541 1%((((２２２２))))流動負債流動負債流動負債流動負債 1,2991,2991,2991,299 2%2%2%2% 1,5541,5541,5541,554 2%2%2%2%

②貸付金 366 1% 366 1% ①翌年度償還予定地方債 955 2% 1,076 2%

③基金等 7,438 12% 7,722 11% ②翌年度支払予定退職手当 174 0% 174 0%

④長期延滞債権 276 0% 276 0% ③その他 170 0% 304 0%

⑤その他 0 0% 0 0% 負債の部合計負債の部合計負債の部合計負債の部合計 13,44613,44613,44613,446 23%23%23%23% 17,07217,07217,07217,072 25%25%25%25%

⑥回収不能見込額 -12 0% -12 0%

((((３３３３))))流動資産流動資産流動資産流動資産 3,0613,0613,0613,061 5%5%5%5% 3,9753,9753,9753,975 6%6%6%6%

①現金預金 2,999 5% 3,663 5% 純 資 産 の 部

②未収金 68 0% 316 0%

③その他 0 0% 10 0% 純資産の部合計純資産の部合計純資産の部合計純資産の部合計 46,07446,07446,07446,074 77%77%77%77% 50,67150,67150,67150,671 75%75%75%75%

④回収不能見込額 -6 0% -14 0%

資産合計資産合計資産合計資産合計 59,52059,52059,52059,520 100%100%100%100% 67,74367,74367,74367,743 100%100%100%100% 負債・純資産の部合計負債・純資産の部合計負債・純資産の部合計負債・純資産の部合計 59,52059,52059,52059,520 100%100%100%100% 67,74367,74367,74367,743 100%100%100%100%

※四捨五入したため一致しない部分があります。



項目の説明

ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))

①有形固定資産

１ 公共資産

有形固定資産は、取得原価主義に基づいて計上しています。
具体的には、昭和４４年度以降の決算統計における普通建設事業費を集計し、減価償却計

算を行った金額を、生活インフラ・国土保全、教育、福祉、環境衛生、産業振興、消防、総
務の７つの行政目的別に分類集計し、計上しています。

平成２３年度決算の普通会計の有形資産は47,43547,43547,43547,435万円万円万円万円、資産全体の８０％８０％８０％８０％を占めています。
連結会計の有形資産は54,78554,78554,78554,785万円万円万円万円、資産全体の８１％８１％８１％８１％を占めています。内訳については次の
とおりとなっています。

(単位：円)

有形固定資産 普通会計 連結会計

勘定科目 内 容 金 額 割 合 金 額 割 合

①生活インフラ・国土保全 道路・橋梁など 20,990,980,000 44% 22,080,510,000 40%

②教育 学校校舎・体育館など 11,183,588,000 24% 11,183,588,000 20%

③福祉 保育所・福祉施設など 3,159,320,000 7% 3,159,320,000 6%

④環境衛生 葬祭場など 808,972,000 2% 5,624,347,587 10%

⑤産業振興 農道・農業振興施設など 6,937,897,000 15% 8,382,216,308 15%

⑥消防 消防自動車・消防施設など 516,504,000 1% 516,504,000 1%

⑦総務 役場庁舎など 3,837,808,000 8% 3,837,808,000 7%

合 計 47,435,069,000 100% 54,784,293,895 100%



ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))

この内訳をみてみると、普通会計で①生活インフラ・国土保全が20,990,980,00020,990,980,00020,990,980,00020,990,980,000円円円円(４４％４４％４４％４４％)
と多く、続いて②教育の11,183,588,00011,183,588,00011,183,588,00011,183,588,000円円円円(２４％２４％２４％２４％)、⑤産業振興6,937,897,0006,937,897,0006,937,897,0006,937,897,000円円円円(１５％１５％１５％１５％)の
順となっています。連結会計では①生活インフラ・国土保全が22,080,510,00022,080,510,00022,080,510,00022,080,510,000円円円円(４０％４０％４０％４０％)と多
く、続いて②教育の11,183,588,00011,183,588,00011,183,588,00011,183,588,000円円円円(２０％２０％２０％２０％)、⑤産業振興8,382,216,3088,382,216,3088,382,216,3088,382,216,308円円円円(１５％１５％１５％１５％)の順と
なっています。

②無形固定資産

みやこ町が利用する資産で、建物や設備、土地以外の資産などのものをいいます。
平成２３年度決算の普通会計の無形資産は90,403,00090,403,00090,403,00090,403,000円円円円となっており、連結会計の無形資産

は90,436,50090,436,50090,436,50090,436,500円円円円です。

③売却可能資産

遊休資産で売却可能な状態の資産などのものをいいます。みやこ町が利用する資産にはあり
ません。

２ 投資等

①投資及び出資金

関係団体及び関係先に対する投資や出資金などの資産をいいます。みやこ町では公営企業
(みやこ町水道事業特別会計)や一部事務組合(京築地区水道企業団)などの外郭団体と共同で事
業や経営を行うなどのために出資を行っています。

平成２３年度決算の普通会計の投資及び出資金は866,089,100866,089,100866,089,100866,089,100円円円円となって
おり、連結会計の投資及び出資金は540,837,188540,837,188540,837,188540,837,188円円円円です。



ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))

②貸付金

奨学資金や新規就農支援などの資産をいいます。みやこ町では教育の機会均衡や就農意欲の
喚起と就農後の定着を図るためなどに貸付を行っています。

平成２３年度決算の普通会計の投資及び貸付金は365,754,202365,754,202365,754,202365,754,202円円円円となっており、連結会計の
投資及び貸付金は366,165,202366,165,202366,165,202366,165,202円円円円です。

③基金等

特定の目的に充てるための積立金などの資産をいいます。みやこ町では特定の目的のため
に財産を維持し、資金を積立、又は定額の資金の運用を行っています。

平成２３年度決算の普通会計の基金は7,438,122,4037,438,122,4037,438,122,4037,438,122,403円円円円となっており、連結会計の基金は
7,721,569,4627,721,569,4627,721,569,4627,721,569,462円円円円です。主な基金については次のとおりです。

(単位：円)

基 金 名 会計区分 金 額

公共施設整備基金 普通会計 2,509,227,966

伊良原ダム周辺地域振興基金 普通会計 1,657,882,871

合併地域振興基金 普通会計 1,052,765,850

町営住宅整備基金 普通会計 335,059,854

社会福祉基金 普通会計 307,153,372

ふるさと創生基金 普通会計 277,806,359

高齢化社会福祉対策基金 普通会計 183,908,872

農林業振興基金 普通会計 177,073,224
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(単位：円)

基 金 名 会計区分 金 額

伊良原ダム周辺地域公共施設整備基金 普通会計 173,435,165

スポーツ振興基金 普通会計 125,413,934

国民健康保険特別会計基金 連結会計 19,973,174

介護給付費準備基金 連結会計 229,800,535

農業集落排水事業基金 連結会計 20,534,522

などの基金です。

○公共施設整備基金は、公共施設の建設及び改修その他の整備に要する資金として、
2,509,227,9662,509,227,9662,509,227,9662,509,227,966円円円円積立ています。

○伊良原ダム周辺地域振興基金は、伊良原ダム周辺地域の公共施設の建設及び改修その他の整
備に要する資金として、1,657,882,8711,657,882,8711,657,882,8711,657,882,871円円円円積立ています。

○合併地域振興基金は、本町における住民の連帯の強化及び協働のまちづくりを推進し、地域
振興を図る資金として、1,052,765,8501,052,765,8501,052,765,8501,052,765,850円円円円積立ています。

○町営住宅整備基金は、町営住宅の整備若しくは共同施設の整備又はこれらの修繕若しくは改
良に要する費用に充てる資金として、335,059,854335,059,854335,059,854335,059,854円円円円積立ています。

○社会福祉基金は、町民が健康で生きがいをもち、安心して生涯を過せるよう、社会福祉の増
進を図る資金として、307,153,372307,153,372307,153,372307,153,372円円円円積立ています。

○ふるさと創生基金は、心の豊かさと活性化に富んだふるさとの創生に要する経費の財源とし
て、277,806,359277,806,359277,806,359277,806,359円円円円積立ています。

○高齢化社会福祉対策基金は、高齢化社会における社会福祉及び老人福祉の向上のため、高齢
者等の対策資金として、183,908,872183,908,872183,908,872183,908,872円円円円積立ています。
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○農林業振興基金は、農林業の振興を図る資金として、177,073,224177,073,224177,073,224177,073,224円円円円積立ています。
○伊良原ダム周辺地域公共施設整備基金は、伊良原ダム周辺地域の公共施設の建設及び改修そ

の他の整備に要する資金として、173,435,165173,435,165173,435,165173,435,165円円円円積立ています。
○スポーツ振興基金は、住民が、ゆとりと豊かさ、健康で活力のある生活を実感する生涯スポ

ーツの振興と施設運営の円滑化を図る資金として、125,413,934125,413,934125,413,934125,413,934円円円円積立ています。
○国民健康保険特別会計基金は、みやこ町国民健康保険事業の円滑な運用を期するための資金

として、19,973,17419,973,17419,973,17419,973,174円円円円積立ています。
○介護給付費準備基金は、介護給付等に要する年度間の財源調整を行い、介護給付等の健全な

運営に資する資金として、229,800,535229,800,535229,800,535229,800,535円円円円積立ています。
○農業集落排水事業基金は、農業集落排水施設の建設改良、維持管理及び地方債の繰上償還等

の財源として、20,534,52220,534,52220,534,52220,534,522円円円円積立ています。

④長期延滞債権

町税などの収入未済額のうち１年以上未収なものをいいます。
平成２３年度決算の普通会計及び連結会計の長期延滞債権は276,557,429276,557,429276,557,429276,557,429円円円円です。

⑤回収不能見込額

町税などの収入未済額のうち、時効等により将来回収不能と見込まれる額で、不納欠損の実
績等から算定します。

平成２３年度決算の普通会計及び連結会計の回収不能見込額は12,209,57112,209,57112,209,57112,209,571円円円円です。
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３ 流動資産

①現金預金

形式収支額（歳入歳出の差し引き額）や財政調整基金などの現金や預金の資産をいいます。
平成２３年度決算の普通会計の現金預金は2,999,328,2532,999,328,2532,999,328,2532,999,328,253円円円円となっており、連結会計の現金

預金は3,663,482,2373,663,482,2373,663,482,2373,663,482,237円円円円です。

②未収金

町税、使用料手数料等の収入未済額などの資産をいいます。
平成２３年度決算の普通会計の未収金は67,894,59767,894,59767,894,59767,894,597円円円円となっており、連結会計の未収金は

316,116,357316,116,357316,116,357316,116,357円円円円です。

４ 固定負債

①地方公共団体地方債

地方債残高のうち翌年度に償還する額を除いた残高をいいます。
平成２３年度決算の普通会計の地方公共団体地方債は8,871,428,0008,871,428,0008,871,428,0008,871,428,000円円円円となっており、連結

会計の地方公共団体地方債は12,224,110,71012,224,110,71012,224,110,71012,224,110,710円円円円です。

②関係団体地方債借入金

連結対象団体の地方債・長期借入金の残高をいいます。
平成２３年度決算の連結会計の関係団体地方債借入金は18,180,08318,180,08318,180,08318,180,083円円円円です。

③引当金

退職給付引当金及び連結対象団体の負債に対する引当金をいいます。
平成２３年度決算の普通会計及び連結会計の引当金は2,975,513,0002,975,513,0002,975,513,0002,975,513,000円円円円です。
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５ 流動負債

①翌年度償還予定地方債

地方債残高のうち翌年度償還予定額をいいます。
平成２３年度決算の普通会計の翌年度償還予定地方債は954,786,000954,786,000954,786,000954,786,000円円円円となっており、連結

会計の翌年度償還予定地方債は1,076,417,1701,076,417,1701,076,417,1701,076,417,170円円円円です。

６ 純資産

○純資産の部合計
これまでの世代が負担して蓄積された資産をいいます。
平成２３年度決算の普通会計の純資産の部合計 は46,074,390,31746,074,390,31746,074,390,31746,074,390,317円円円円となっており、連結会

計の純資産の部合計 は50,670,949,33550,670,949,33550,670,949,33550,670,949,335円円円円です。

概 要

今までにみやこ町では、普通会計で59,520,475,65059,520,475,65059,520,475,65059,520,475,650円円円円、連結会計で67,743,025,52367,743,025,52367,743,025,52367,743,025,523円円円円の資産
を形成してきています。

そのうち、純資産である普通会計の46,074,390,31746,074,390,31746,074,390,31746,074,390,317円円円円、連結会計の50,670,949,33550,670,949,33550,670,949,33550,670,949,335円円円円につい
ては、これまでの世代で支払いが済んでおり、負債である普通会計の13,446,085,33313,446,085,33313,446,085,33313,446,085,333円円円円、連結
会計の17,072,076,18817,072,076,18817,072,076,18817,072,076,188円円円円については、これからの世代が負担していくことになります。
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などの資産

普通会計２１９万円
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負担した資金
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連結会計２３４万円

定期預金などの資産
普通会計４１万円
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平成24年3月31日のみやこ町の人口：21,674人

普通会計と他会
計を連結すると
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普通会計と他会
計を連結すると

住民一人当たり （単位：万円）

項 目 普通会計 連結会計 項 目 普通会計 連結会計

資 産 ２７４ ３１２ 負 債 ２７４ ３１２

純資産 ２１２ ２３４
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（２）行政コスト計算書（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日）
（単位：百万円）

項 目
普通会計 連結会計

金額 比率 金額 比率

１ 経常行政コスト 9,355 100% 14,123 100%

(1)(1)(1)(1)人にかかるコスト人にかかるコスト人にかかるコスト人にかかるコスト 1,7561,7561,7561,756 19%19%19%19% 2,0572,0572,0572,057 15%15%15%15%

①人件費 1,412 15% 1,700 12%

②その他 344 4% 357 3%

(2)(2)(2)(2)物にかかるコスト物にかかるコスト物にかかるコスト物にかかるコスト 3,7683,7683,7683,768 40%40%40%40% 4,5244,5244,5244,524 32%32%32%32%

①物件費 1,529 16% 2,075 15%

②減価償却費 2,192 23% 2,389 17%

③その他 47 1% 60 0%

(3)(3)(3)(3)移転支出的なコスト移転支出的なコスト移転支出的なコスト移転支出的なコスト 3,6653,6653,6653,665 39%39%39%39% 7,2377,2377,2377,237 51%51%51%51%

①社会保障給付 1,231 13% 5,650 40%

②補助金等 1,116 12% 1,511 11%

③その他 1,318 14% 76 1%

(4)(4)(4)(4)その他のコストその他のコストその他のコストその他のコスト 166166166166 2%2%2%2% 305305305305 2%2%2%2%

①支払利息 152 2% 257 2%

②その他 14 0% 48 0%

２ 経常収益 478 5% 3,714 26%

(1)分担金・負担金・寄附金 269 3% 1,740 12%

(2)その他 209 2% 1,974 14%

３ (差引)純経常行政コスト(1-2) 8,877 95% 10,409 74%

※四捨五入したため一致しない部分があります。
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行政コスト計算書は、資産形成に結びつかない、１年間の行政サービスを提供するために
費やした経費（経常行政コスト）と、その経費に充てた施設利用料などの受益者負担（経常
収益）を表しています。なお、税収は収益として含めていないため、大幅なコスト超過とな

り、この分が、町税や地方交付税などの一般財源で賄わなければいけないコストとなります。
なお、町税や地方交付税などは、「純資産変動計算書」に計上されています。

平成２３年度普通会計の経常行政コストは、9,3559,3559,3559,355百万円百万円百万円百万円であり、その内訳として、割合が
一番多いのは、物にかかるコスト（物件費、減価償却費など）3,7683,7683,7683,768百万円百万円百万円百万円。次に、移転支出
的なコスト（社会保障給付、補助金等など）3,6653,6653,6653,665百万円百万円百万円百万円と続きます。

経常収益については、総額478478478478百万円百万円百万円百万円であり、経常行政コストに対する経常収益の割合（受
益者負担比率＝経常収益÷経常行政コスト）は、５５５５％％％％と、経常行政コストのほとんどが、受
益者負担以外の町税等で賄われていることが分かります。

項目の説明

１ 経常行政コスト：経常行政コストはそのコストの性質により、次の４つの区分に分類されま
す。

①人にかかるコスト
人件費、退職手当引当金繰入等、賞与引当金から構成されており、職員に支払う給与費等の

人件費が主なものとなっています。普通会計で経常行政コスト全体の１９％１９％１９％１９％を占めています。

②物にかかるコスト
物品購入費、光熱水費、施設の修繕費、業務委託費及び減価償却費等から構成されており、

普通会計で経常行政コスト全体の４０％４０％４０％４０％を占めています。

③移転支出的なコスト
社会保障給付費、各種団体・他会計への補助金等から構成されており、普通会計で経常行政

コスト全体の３９％３９％３９％３９％を占めています。



２ 経常収益：経常行政コストに対して、受益差が負担するものです。
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概 要

平成２３年度の行政コストの総額は普通会計で94949494億円億円億円億円、連結会計で141141141141億円億円億円億円になります。
行政サービスの利用に対する対価として住民の皆さんが負担した使用料や手数料などの経常

収益は普通会計で5555億円億円億円億円、単体ベースで32323232億円億円億円億円、連結会計では37373737億円億円億円億円になります。
行政コストの総額から経常収益を引いた純行政コストは普通会計で89898989億円億円億円億円、連結会計で104104104104

億円億円億円億円になります。この不足分は、町税や地方交付税などの一般財源や国・道などの補助金で
賄っています。

④その他のコスト
地方債に係る支払利息や回収不能見込計上額等、上記以外のコストから構成されており、普

通会計で経常行政コスト全体の５％５％５％５％を占めています。

①使用料・手数料
公共施設を使用した際に徴収する使用料や証明書の発行手数料など

②分担金・負担金・寄附金
利子及び配当金など対価性のない収入など
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住民一人当たり （単位：万円）

項目 普通会計 連結会計

１ 経常費用 計 (行政コスト総額) ４３ ６５

２ 経常収益 計 ２ １７

３ 純行政コスト (１経常費用－２経常収益) ４１ ４８



（３）純資産変動計算書（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日）

（単位：百万円）

項目
普通会計 連結会計

金額 比率 金額 比率

ⅠⅠⅠⅠ 期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高 45,79345,79345,79345,793 100%100%100%100% 50,21450,21450,21450,214 100%100%100%100%

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト ----8,8778,8778,8778,877 ----19%19%19%19% ----10,40910,40910,40910,409 ----21%21%21%21%

一般財源一般財源一般財源一般財源 7,4897,4897,4897,489 16%16%16%16% 7,4897,4897,4897,489 15%15%15%15%

(１)地方税 2,136 5% 2,136 4%

(２)地方交付税 4,951 11% 4,951 10%

(３)その他行政コスト充当財源 402 1% 402 1%

補助金等受入補助金等受入補助金等受入補助金等受入 1,5371,5371,5371,537 3%3%3%3% 3,2443,2443,2443,244 6%6%6%6%

臨時損益臨時損益臨時損益臨時損益 133133133133 0%0%0%0% 133133133133 0%0%0%0%

(１)災害普及事業費 1 0% 1 0%

(２)公共資産除売却損益 132 0% 132 0%

(３)投資損失 0 0% 0 0%

(４)収益事業純損失 0 0% 0 0%

(５)その他 0 0% 0 0%

出資の受入・新規設立出資の受入・新規設立出資の受入・新規設立出資の受入・新規設立 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

資産評価替えによる変動額資産評価替えによる変動額資産評価替えによる変動額資産評価替えによる変動額 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

無償受贈資産受入無償受贈資産受入無償受贈資産受入無償受贈資産受入 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

その他その他その他その他 ----1111 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

ⅡⅡⅡⅡ 当期増減額当期増減額当期増減額当期増減額 281281281281 1%1%1%1% 457457457457 1%1%1%1%

ⅢⅢⅢⅢ 期末純資産残高＝期末純資産残高＝期末純資産残高＝期末純資産残高＝(Ⅰ(Ⅰ(Ⅰ(Ⅰ＋＋＋＋Ⅱ)Ⅱ)Ⅱ)Ⅱ) 46,07446,07446,07446,074 101%101%101%101% 50,67150,67150,67150,671 101%101%101%101%

※四捨五入したため一致しない部分があります。

ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))



項目の説明

概 要

平成２３年度普通会計は3333億円億円億円億円、連結会計では5555億円億円億円億円の純資産が増加しており、総額で、普通
会計461461461461億円億円億円億円、連結会計507507507507億円億円億円億円になりました。その内訳は主として、一般財源が普通会計及び
連結会計で75757575億円億円億円億円、補助金等受入が普通会計で15151515億円億円億円億円、連結会計で32323232億円億円億円億円ありましたが、純経
常行政コストが、普通会計で89898989億円億円億円億円、連結ベースで104104104104億円億円億円億円でした。

ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))

①期首純資産残高
期首純資産残高には、前年度末に貸借対照表に計上されている純資産の部の残高を表示して

います。総務省方式改訂モデルでは、適用初年度は、このモデルを使用して算出した貸借対照
表を採用するため、前年度以前の総務省方式で作成した貸借対照表とは連続性がありません。
②純経常行政コスト

行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の額を計上しています。平成22年度に必要な一般
財源の額を純資産に振替え、一般財源で充当しています。
③一般財源

地方税や地方交付税等は、行政サービスの対価ではない（行政コストと直接的な対応関係が
ない）ため、行政コスト計算書を介さずに純資産の部へ直入することとなっています。
④補助金等受入

補助金等受入とは、国庫支出金や県支出金の受領をいいます。補助金等も、行政サービスの
対価ではないため、行政コスト計算書を介さずに純資産の部へ直入されています。

⑥期末純資産残高
当年度末の純資産の部の残高を表示しています。

⑤臨時損益
臨時損益とは、経常的に発生しないコストのことで、経常的なコストを算出する行政コスト

計算書を介さずに純資産の部へ直入されることになっています。ただし、不納欠損処理（債権
の貸倒処理）による過年度損益修正損は、回収不能見込額を取り崩すことで処理しています。



0.百万円

0.5百万円

1.百万円

1.5百万円

2.百万円

2.5百万円

3.百万円

3.5百万円

4.百万円

4.5百万円

5.百万円

普通会計 連結会計

Ⅰ.期首純資産残高 Ⅱ.当期増減額 Ⅲ.期末純資産残高(Ⅰ+Ⅱ)

年度当初の

純資産残高

２１１万円

年度末の

純資産残高

２１２万円

年度中の

純資産増減額

１万円

連結会計での

年度当初の

純資産残高

２３２万円

連結会計での

年度末の

純資産残高

２３４万円

連結会計での

年度中の

純資産増減額

２万円

純資産変動純資産変動純資産変動純資産変動計算書を計算書を計算書を計算書を
町民町民町民町民1111人あたりに置き換えた場合人あたりに置き換えた場合人あたりに置き換えた場合人あたりに置き換えた場合

平成24年3月31日のみやこ町の人口：21,674人

ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))

貸借対照表の純資産が、１年間でどのように増減したかを示すのが、純資産変動計算書です。
期首純資産残高は、前期貸借対照表の純資産の額、期末純資産残高は、当期貸借対照表（バラ
ンスシート）の純資産の額と一致します。

普通会計で期首純資産残高は、45,79345,79345,79345,793百万円百万円百万円百万円、期末純資産残高は、46,07446,07446,07446,074百万円百万円百万円百万円であり、純
資産が281281281281百万円百万円百万円百万円増加しており、将来世代のために資産を積み増しています。



ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))

（４）資金収支計算書（平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日）
（単位：百万円）

項 目 普通会計 連結会計

((((イイイイ))))経常的収支額（②収入－①支出）経常的収支額（②収入－①支出）経常的収支額（②収入－①支出）経常的収支額（②収入－①支出） 3,3833,3833,3833,383 3,5603,5603,5603,560

①支出合計 6,906 11,717

②収入合計 10,289 15,277

((((ロロロロ))))公共資産整備収支額（②収入－①支出）公共資産整備収支額（②収入－①支出）公共資産整備収支額（②収入－①支出）公共資産整備収支額（②収入－①支出） ----775775775775 ----947947947947

①支出合計 1,063 1,362

②収入合計 288 415

((((ハハハハ))))投資・財務的収支額（②収入－①支出）投資・財務的収支額（②収入－①支出）投資・財務的収支額（②収入－①支出）投資・財務的収支額（②収入－①支出） ----2,5592,5592,5592,559 ----2,5922,5922,5922,592

①支出合計 2,948 2,986

②収入合計 389 394

翌年度繰上充用金増減額（ニ）翌年度繰上充用金増減額（ニ）翌年度繰上充用金増減額（ニ）翌年度繰上充用金増減額（ニ） 0000 0000

１１１１ 当期資金増減額当期資金増減額当期資金増減額当期資金増減額((((イ＋ロ＋ハ＋ニイ＋ロ＋ハ＋ニイ＋ロ＋ハ＋ニイ＋ロ＋ハ＋ニ)))) 49494949 21212121

２２２２ 期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高 868868868868 1,5591,5591,5591,559

３３３３ 経費負担割合変更に伴う差額経費負担割合変更に伴う差額経費負担割合変更に伴う差額経費負担割合変更に伴う差額

４４４４ 期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高((((１＋２＋３１＋２＋３１＋２＋３１＋２＋３)))) 917917917917 1,5811,5811,5811,581

※四捨五入したため一致しない部分があります。

資金収支計算書からは、どのような活動に資金を必要とし、それをどのように賄ったかが分
かります。経常的収支で生じた収支余剰で、公共資産整備収支と投資・財務的収支の不足を穴
埋めするという関係になっています。平成２３年度決算普通会計では、公共資産整備収支と投
資・財務的収支の合計を経常的収支で賄い、その差額49494949百万円百万円百万円百万円が増額したことになります。



ⅡⅡⅡⅡ 平成２３年度平成２３年度平成２３年度平成２３年度 財務財務財務財務書類書類書類書類 ((((概要版概要版概要版概要版))))

項目の説明

概 要

平成２３年度は、普通会計で0.50.50.50.5億円億円億円億円の資金が増加、連結で0.20.20.20.2億円億円億円億円の資金が増加しており、
期末資金残高は、普通会計で9999億円億円億円億円、連結で16161616億円億円億円億円になりました。

普通会計では、経常的収支が34343434億円億円億円億円、公共資産整備収支額が▲▲▲▲8888億円億円億円億円、投資・財務的収支額
▲▲▲▲26262626億円億円億円億円でした。他方、連結会計では、経常的収支が36363636億円億円億円億円、公共資産整備収支額が▲▲▲▲9999億円億円億円億円、
投資・財務的収支額▲▲▲▲26262626億円億円億円億円でした。

１ (イ)経常的収支額（②収入－①支出）について
①支出合計は行政サービスを行う中で、毎年度継続的に支出されるもの（人件費、物件費、補
助費、扶助費など）。

②収入合計は行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入されるもの（町税、国県補助金、
分担金負担金、保険料、使用料、手数料など）。

２ (ロ)公共資産整備収支額（②収入－①支出）について
①支出合計は公共施設や道路整備などの資産形成に支出したもの。

②収入合計：固定資産形成の財源となった、国県補助金、地方債、基金取崩など。

３ (ハ)投資・財務的収支額（②収入－①支出）について
①支出合計は貸付、基金積立、地方債や借入金など利子や元本の償還。

②収入合計は財務的支出の財源となった地方債 や借入金の収入。



ⅢⅢⅢⅢ ４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標

1 資産形成度：将来世代に残る資産はどのくらいあるのか

◆ 資産老朽化比率

貸借対照表における「有形固定資産」のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価
償却累計額の割合を計算することにより、取得した資産が耐用年数に対し、どの程度の年数が
経過しているのかを見ることができます。全体の資産老朽化比率は、３５％～５０％３５％～５０％３５％～５０％３５％～５０％が平均的
な値とされています。

（単位：百万円）

年度 会計区分 資産老朽化比率
計算要素とその金額

有形
固定資産

土地
減価償却
累計額

23 普通会計 56.8% 47,435 6,542 53,793

資産老朽化比率（%）＝減価償却累計額÷（有形固定資産－土地＋減価償却累計額）×100

2 世代間公平性：将来世代と現世代との分担は適切か

◆ 社会資本形成の世代間比率

貸借対照表における資産の部のうち、公共資産は、町がこれまで整備してきた学校や道路な
どの社会資本を示しています。この社会資本が、これまでの世代の負担純資産の合計額によっ
てどの程度形成されたかを示すものが、社会資本形成の過去及び現世代負担比率です。

社会資本の整備については、今の子たちやこれから生まれてくる子たちも、形成された資産
からのサービスを享受することになるため、地方債を発行することにより、将来世代にも均等
に負担を求めています。この地方債（＝将来世代の負担）の公共資産に対する割合を見ること
で、社会資本形成の将来世代負担比率が分かります。

社会資本形成の過去及び現世代負担比率が高いということは、これまでの世代の負担によっ
て資産形成がなされたことを示しており、将来世代への負担が極力抑えられていることを意味
します。一般的には過去及び現世代負担比率は５０％～５０％～５０％～５０％～９０％９０％９０％９０％が、将来世代負担比率は１５％１５％１５％１５％
～４０％～４０％～４０％～４０％が平均的な値とされています。



社会資本形成の将来世代負担比率（%）＝地方債残高÷公共資産合計×100

（単位：百万円）

年度 会計区分
将来世代
負担比率

計算要素とその金額

地方債残高 公共資産 －

23
普通会計 20.7% 9,826 47,525 －

連結会計 24.3% 13,318 54,875 －

ⅢⅢⅢⅢ ４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標

◆ 社会資本形成の過去及び現世代負担比率

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることにより、これ
までの世代によって既に負担された割合をみることができます。過去及び現世代の負担比率は
５０％～９０％５０％～９０％５０％～９０％５０％～９０％が、平均的な値とされています。

社会資本形成の過去及び現世代負担比率（%）＝純資産合計÷公共資産合計×100
（単位：百万円）

年度 会計区分
過去及び現世代

負担比率
計算要素とその金額

純資産 公共資産 －

23
普通会計 96.9% 46,074 47,525 －

連結会計 92.3% 50,671 54,875 －

◆ 純資産比率

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動されたことを表す指標です。
資産の減少は、現世代が将来世代にとっても利用可能であった資産を消費し、将来世代に負担
が先送りされたことを意味し、逆に、純資産の増加は、現世代が将来世代も利用可能な資源を
蓄積したといえます。



ⅢⅢⅢⅢ ４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標

純資産比率（%）＝純資産÷資産合計×100

（単位：百万円）

年度 会計区分 純資産比率
計算要素とその金額

純資産 資産合計 －

23
普通会計 77.4% 46,074 59,520 －

連結会計 74.8% 50,671 67,743 －

3 効率性：行政サービスは効率的に提供されているのか

◆ 歳入額対資産比率

歳入額対資産比率（年）＝資産合計÷歳入総額

（単位：百万円）

年度 会計区分
歳入額対

資産比率（年）
計算要素とその金額

資産合計 歳入総額 －

23 普通会計 5.0 59,520 11,994 －

歳入決算総額に対する、貸借対照表における「資産」の比率を計算することにより、資産の
形成に、何年分の歳入が充当されたかがわかります。

一般的には総資産額に占める有形固定資産が大きいため、この指標が高いほど、財政規模と
比して有形固定資産が多く、社会資本整備が進んでいると見ることができます。一般的に歳入
額対資産比率は3.03.03.03.0～～～～7.07.07.07.0が平均的な値とされています。

公共資産(貸借対照表)に対する経常行政コスト(行政コスト計算書)の比率を見ることで、資
産を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだ
けの行政サービスを提供しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析することがで
きます。全体では、１０％～３０％１０％～３０％１０％～３０％１０％～３０％が平均的な値とされています。

◆ 行政コスト対公共資産比率



ⅢⅢⅢⅢ ４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標

行政コスト対公共資産比率（%）＝経常行政コスト÷公共資産（B/S）×100

（単位：百万円）

年度 会計区分
行政コスト対
公共資産比率

計算要素とその金額

経常
行政コスト

公共資産 －

23
普通会計 19.7% 9,355 47,525 －

連結会計 25.7% 14,123 54,875 －

純経常行政コスト(行政コスト計算書)に対する、一般財源及び補助金等受入(純資産変動計
算書)の比率を見ることにより、純経常行政コストに対して、どの程度が当年度の負担で賄わ
れたかが分かります。

比率が１００％１００％１００％１００％を下回っている場合は、純経常行政コストが当年度負担で賄いきれたことに
なり、翌年度に引き継ぐ資産が蓄積されたか、翌年度に引き継ぐ負担が軽減されたことを示し
ます。逆に比率が１００％１００％１００％１００％を上回っている場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、
あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加したことを表しています。行政コスト対税収等比率
は９０％～１１０％９０％～１１０％９０％～１１０％９０％～１１０％が平均的な値とされています。

地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高（B/S）÷経常的収支（地方債発行額及び基金取崩
額を除く）

4 弾力性：資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

◆ 行政コスト対税収比率



ⅢⅢⅢⅢ ４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標４つの財務書類からわかる指標
（単位：百万円）

年度 会計区分
地方債

償還可能年数
計算要素とその金額

地方債 経常的収支 －

23
普通会計 3.5 9,826 2,812 －

連結会計 4.5 13,318 2,989 －

受益者負担比率（%）＝経常収益÷経常行政コスト×100

（単位：百万円）

年度 会計区分 受益者負担比率
計算要素とその金額

経常収益
経常行政
コスト

－

23
普通会計 5.1% 478 9,355 －

連結会計 26.3% 3,714 14,123 －

5 自立性：受益者の負担水準はどうなっているのか

◆ 受益者負担比率

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であることから、経常収
益の行政コストに対する割合を算出することで、受益者負担割合を把握できる指標です。



ⅣⅣⅣⅣ 経年比較財務書類経年比較財務書類経年比較財務書類経年比較財務書類

（単位：百万円）
会計単位 普通会計 連結会計

項 目
２２年度末 ２３年度末 対前年 ２２年度末 ２３年度末 対前年

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

資
産
の
部

((((１１１１))))公共資産公共資産公共資産公共資産 49,28149,28149,28149,281 83%83%83%83% 47,52547,52547,52547,525 80%80%80%80% ----1,7561,7561,7561,756 ----3%3%3%3% 56,44056,44056,44056,440 83%83%83%83% 54,87554,87554,87554,875 81%81%81%81% ----1,5651,5651,5651,565 ----2%2%2%2%

①有形固定資産 48,729 82% 47,435 80% -1,294 -2% 55,888 83% 54,785 81% -1,103 -2%

②無形固定資産 552 1% 90 0% -462 -1% 552 1% 90 0% -462 -1%

③売却可能資産 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

((((２２２２))))投資等投資等投資等投資等 7,5777,5777,5777,577 13%13%13%13% 8,9348,9348,9348,934 15%15%15%15% 1,3571,3571,3571,357 2%2%2%2% 7,5867,5867,5867,586 11%11%11%11% 8,8938,8938,8938,893 13%13%13%13% 1,3071,3071,3071,307 2%2%2%2%

①投資及び出資金 792 1% 866 1% 74 0% 512 1% 541 1% 29 0%

②貸付金 308 1% 366 1% 58 0% 308 0% 366 1% 58 0%

③基金等 6,196 10% 7,438 12% 1,242 2% 6,485 10% 7,722 11% 1,237 2%

④長期延滞債権 311 1% 276 0% -35 0% 311 0% 276 0% -35 0%

⑤その他 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

⑥回収不能見込額 -30 0% -12 0% 18 0% -30 0% -12 0% 18 0%

((((３３３３))))流動資産流動資産流動資産流動資産 2,5562,5562,5562,556 4%4%4%4% 3,0613,0613,0613,061 5%5%5%5% 505505505505 1%1%1%1% 3,5743,5743,5743,574 5%5%5%5% 3,9753,9753,9753,975 6%6%6%6% 401401401401 1%1%1%1%

①現金預金 2,498 4% 2,999 5% 501 1% 3,189 5% 3,663 5% 474 1%

②未収金 64 0% 68 0% 4 0% 409 1% 316 0% -93 0%

③その他 0 0% 0 0% 0 0% 11 0% 10 0% -1 0%

④回収不能見込額 -6 0% -6 0% 0 0% -35 0% -14 0% 21 0%

資産の部合計資産の部合計資産の部合計資産の部合計 59,41359,41359,41359,413 100%100%100%100% 59,52059,52059,52059,520 100%100%100%100% 107107107107 0%0%0%0% 67,60067,60067,60067,600 100%100%100%100% 67,74367,74367,74367,743 100%100%100%100% 143143143143 0%0%0%0%

負
債

・
純
資
産
の
部

((((１１１１))))固定負債固定負債固定負債固定負債 12,24512,24512,24512,245 21%21%21%21% 12,14712,14712,14712,147 20%20%20%20% ----98989898 0%0%0%0% 15,63515,63515,63515,635 23%23%23%23% 15,51815,51815,51815,518 23%23%23%23% ----117117117117 0%0%0%0%

①地方公共団体地方債 8,997 15% 8,871 15% -126 0% 12,372 18% 12,224 18% -148 0%

②関係団体地方債 0 0% 0 0% 0 0% 15 0% 18 0% 3 0%

③退職手当引当金 2,908 5% 2,975 5% 67 0% 2,908 4% 2,975 4% 67 0%

④その他 340 1% 301 1% -39 0% 340 1% 301 0% -39 0%

((((２２２２))))流動負債流動負債流動負債流動負債 1,3751,3751,3751,375 2%2%2%2% 1,2991,2991,2991,299 2%2%2%2% ----76767676 0%0%0%0% 1,7511,7511,7511,751 3%3%3%3% 1,5541,5541,5541,554 2%2%2%2% ----197197197197 0%0%0%0%

①翌年度償還予定地方債 1,006 2% 955 2% -51 0% 1,120 2% 1,076 2% -44 0%

②翌年度支払予定退職手当 238 0% 174 0% -64 0% 238 0% 174 0% -64 0%

③その他 131 0% 170 0% 39 0% 393 1% 304 0% -89 0%

負債の部合計負債の部合計負債の部合計負債の部合計 13,62013,62013,62013,620 23%23%23%23% 13,44613,44613,44613,446 23%23%23%23% ----174174174174 0%0%0%0% 17,38617,38617,38617,386 26%26%26%26% 17,07217,07217,07217,072 25%25%25%25% ----314314314314 ----1%1%1%1%

純資産の部合計純資産の部合計純資産の部合計純資産の部合計 45,79345,79345,79345,793 77%77%77%77% 46,07446,07446,07446,074 77%77%77%77% 281281281281 0%0%0%0% 50,21450,21450,21450,214 74%74%74%74% 50,67150,67150,67150,671 75%75%75%75% 457457457457 1%1%1%1%

負債・純資産の部合計負債・純資産の部合計負債・純資産の部合計負債・純資産の部合計 59,41359,41359,41359,413 100%100%100%100% 59,52059,52059,52059,520 100%100%100%100% 107107107107 －－－－ 67,60067,60067,60067,600 100%100%100%100% 67,74367,74367,74367,743 100%100%100%100% 143143143143 －－－－

※四捨五入したため一致しない部分があります。

（１）貸借対照表（バランスシート）



ⅣⅣⅣⅣ 経年比較財務書類経年比較財務書類経年比較財務書類経年比較財務書類

※四捨五入したため一致しない部分があります。

（２）行政コスト計算書
（単位：百万円）

会計単位 普通会計 連結会計

項 目
２２年度末 ２３年度末 対前年 ２２年度末 ２３年度末 対前年

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率

１１１１ 経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト 9,2259,2259,2259,225 100%100%100%100% 9,3559,3559,3559,355 100%100%100%100% 130130130130 0%0%0%0% 13,84913,84913,84913,849 100%100%100%100% 14,12314,12314,12314,123 100%100%100%100% 274274274274 0%0%0%0%

①①①① 人にかかるコスト人にかかるコスト人にかかるコスト人にかかるコスト 1,6701,6701,6701,670 18%18%18%18% 1,7561,7561,7561,756 19%19%19%19% 86868686 1%1%1%1% 1,9651,9651,9651,965 14%14%14%14% 2,0572,0572,0572,057 15%15%15%15% 92929292 0%0%0%0%

人件費 1,355 15% 1,412 15% 57 0% 1,640 12% 1,700 12% 60 0%

その他 315 3% 344 4% 29 0% 325 2% 357 3% 32 0%

②②②② 物にかかるコスト物にかかるコスト物にかかるコスト物にかかるコスト 3,6813,6813,6813,681 40%40%40%40% 3,7683,7683,7683,768 40%40%40%40% 87878787 0%0%0%0% 4,4774,4774,4774,477 32%32%32%32% 4,5244,5244,5244,524 32%32%32%32% 47474747 0%0%0%0%

物件費 1,444 16% 1,529 16% 85 1% 2,038 15% 2,075 15% 37 0%

減価償却費 2,200 24% 2,192 23% -8 0% 2,385 17% 2,389 17% 4 0%

その他 37 0% 47 1% 10 0% 54 0% 60 0% 6 0%

③③③③ 移転支出的なコスト移転支出的なコスト移転支出的なコスト移転支出的なコスト 3,6813,6813,6813,681 40%40%40%40% 3,6653,6653,6653,665 39%39%39%39% ----16161616 ----1%1%1%1% 7,0647,0647,0647,064 51%51%51%51% 7,2377,2377,2377,237 51%51%51%51% 173173173173 0%0%0%0%

社会保障給付 1,170 13% 1,231 13% 61 0% 5,384 39% 5,650 40% 266 1%

補助金等 1,095 12% 1,116 12% 21 0% 1,483 11% 1,511 11% 28 0%

その他 1,416 15% 1,318 14% -98 -1% 197 1% 76 1% -121 -1%

④④④④ その他のコストその他のコストその他のコストその他のコスト 193193193193 2%2%2%2% 166166166166 2%2%2%2% ----27272727 0%0%0%0% 343343343343 2%2%2%2% 305305305305 2%2%2%2% ----38383838 0%0%0%0%

支払利息 167 2% 152 2% -15 0% 237 2% 257 2% 20 0%

その他 26 0% 14 0% -12 0% 106 1% 48 0% -58 0%

２２２２ 経常収益経常収益経常収益経常収益 530530530530 6%6%6%6% 478478478478 5%5%5%5% ----52525252 ----1%1%1%1% 3,6943,6943,6943,694 27%27%27%27% 3,7143,7143,7143,714 26%26%26%26% 20202020 0%0%0%0%

① 分担金・負担金
・寄附金

316 3% 269 3% -47 -1% 1,715 12% 1,740 12% 25 0%

② その他 214 2% 209 2% -5 0% 1,979 14% 1,974 14% -5 0%

３３３３ （差引）純経常（差引）純経常（差引）純経常（差引）純経常行政行政行政行政
コストコストコストコスト ((((１－２１－２１－２１－２))))

8,6958,6958,6958,695 94%94%94%94% 8,8778,8778,8778,877 95%95%95%95% 182182182182 1%1%1%1% 10,15510,15510,15510,155 73%73%73%73% 10,40910,40910,40910,409 74%74%74%74% 254254254254 0%0%0%0%

４４４４ 受益者負担受益者負担受益者負担受益者負担割合割合割合割合
((((２２２２÷÷÷÷１１１１))))

0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% ----0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% ----0000 0%0%0%0%



ⅣⅣⅣⅣ 経年比較財務書類経年比較財務書類経年比較財務書類経年比較財務書類

※四捨五入したため一致しない部分があります。

（単位：百万円）

会計単位 普通会計 単体会計 連結会計

項 目
２２年度末 ２３年度末 対前年 ２１年度末 ２２年度末 対前年 ２２年度末 ２３年度末 対前年

金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金 額 比率 金 額 比率 金 額 比率

ⅠⅠⅠⅠ 期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高 43,54443,54443,54443,544 95%95%95%95% 45,79345,79345,79345,793 99%99%99%99% 2,2492,2492,2492,249 4%4%4%4% 121,212121,212121,212121,212 93%93%93%93% 155,799155,799155,799155,799 125%125%125%125% 34,58734,58734,58734,587 32%32%32%32% 47,56647,56647,56647,566 95%95%95%95% 50,21450,21450,21450,214 99%99%99%99% 2,6482,6482,6482,648 4%4%4%4%

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト ----8,6958,6958,6958,695 ----19%19%19%19% ----8,8778,8778,8778,877 ----19%19%19%19% ----182182182182 0%0%0%0% 111,111111,111111,111111,111 85%85%85%85% 1,7891,7891,7891,789 1%1%1%1% ----109,322109,322109,322109,322 ----84%84%84%84% ----10,15510,15510,15510,155 ----20%20%20%20% ----10,40910,40910,40910,409 ----21%21%21%21% ----254254254254 0%0%0%0%

一般財源一般財源一般財源一般財源 8,0338,0338,0338,033 18%18%18%18% 7,4897,4897,4897,489 16%16%16%16% ----544544544544 ----1%1%1%1% 60,00060,00060,00060,000 46%46%46%46% 97,53497,53497,53497,534 78%78%78%78% 37,53437,53437,53437,534 32%32%32%32% 8,0338,0338,0338,033 16%16%16%16% 7,4897,4897,4897,489 15%15%15%15% ----544544544544 ----1%1%1%1%

(１)地方税 1,952 4% 2,136 5% 184 0% 60,000 46% 83,199 67% 23,199 21% 1,952 4% 2,136 4% 184 0%

(２)地方交付税 4,944 11% 4,951 11% 7 0% 3,000 2% 6,199 5% 3,199 3% 4,944 10% 4,951 10% 7 0%

(３)その他行政コスト充
当財源

1,137 2% 402 1% -735 -2% 4,000 3% 5,114 4% 1,114 1% 1,137 2% 402 1% -735 -1%

補助金等受入補助金等受入補助金等受入補助金等受入 2,5822,5822,5822,582 6%6%6%6% 1,5371,5371,5371,537 3%3%3%3% ----1,0451,0451,0451,045 ----2%2%2%2% ----7,0007,0007,0007,000 ----5%5%5%5% 3,0223,0223,0223,022 2%2%2%2% 10,02210,02210,02210,022 8%8%8%8% 4,4404,4404,4404,440 9%9%9%9% 3,2443,2443,2443,244 6%6%6%6% ----1,1961,1961,1961,196 ----2%2%2%2%

臨時損益臨時損益臨時損益臨時損益 329329329329 1%1%1%1% 133133133133 0%0%0%0% ----196196196196 0%0%0%0% 171,111171,111171,111171,111 132%132%132%132% 99,32399,32399,32399,323 80%80%80%80% ----71,78871,78871,78871,788 ----52%52%52%52% 329329329329 1%1%1%1% 133133133133 0%0%0%0% ----196196196196 0%0%0%0%

(１)災害普及事業費 144 0% 1 0% -143 0% 30,000 23% 42,971 35% 12,971 11% 144 0% 1 0% -143 0%

(２)公共資産除売却損益 185 0% 132 0% -53 0% 0% 43,459 35% 43,459 35% 185 0% 132 0% -53 0%

(３)投資損失 0 0% 0 0% 0 0% 141,111 109% 12,893 10% -128,218 -98% 0 0% 0 0% 0 0%

(４)収益事業純損失 0 0% 0 0% 0 0% 1,000 1% 1,402 1% 402 0% 0 0% 0 0% 0 0%

(５)その他 0 0% 0 0% 0 0% 800 1% 1,496 1% 696 1% 0 0% 0 0% 0 0%

出資の受入・新規設立出資の受入・新規設立出資の受入・新規設立出資の受入・新規設立 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 100100100100 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% ----100100100100 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

資産評価替えによる変動額資産評価替えによる変動額資産評価替えによる変動額資産評価替えによる変動額 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% ----103,323103,323103,323103,323 ----79%79%79%79% 0000 0%0%0%0% 103,323103,323103,323103,323 79%79%79%79% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

無償受贈資産受入無償受贈資産受入無償受贈資産受入無償受贈資産受入 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

その他その他その他その他 0000 0%0%0%0% ----1111 0%0%0%0% ----1111 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% 1111 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0% ----1111 0%0%0%0%

ⅡⅡⅡⅡ 当期増減額当期増減額当期増減額当期増減額 2,2492,2492,2492,249 5%5%5%5% 281281281281 1%1%1%1% ----1,9681,9681,9681,968 ----4%4%4%4% 8,7888,7888,7888,788 7%7%7%7% 3,1913,1913,1913,191 3%3%3%3% ----5,5975,5975,5975,597 ----4%4%4%4% 2,6482,6482,6482,648 5%5%5%5% 457457457457 1%1%1%1% ----2,1912,1912,1912,191 ----4%4%4%4%

ⅢⅢⅢⅢ 期末純資産残高＝期末純資産残高＝期末純資産残高＝期末純資産残高＝(Ⅰ(Ⅰ(Ⅰ(Ⅰ＋＋＋＋Ⅱ)Ⅱ)Ⅱ)Ⅱ) 45,79345,79345,79345,793 100%100%100%100% 46,07446,07446,07446,074 100%100%100%100% 281281281281 0%0%0%0% 130,000130,000130,000130,000 100%100%100%100% 158,990158,990158,990158,990 128%128%128%128% 28,99028,99028,99028,990 28%28%28%28% 50,21450,21450,21450,214 100%100%100%100% 50,67150,67150,67150,671 100%100%100%100% 457457457457 0%0%0%0%

（３）純資産変動計算書



ⅣⅣⅣⅣ 経年比較財務書類経年比較財務書類経年比較財務書類経年比較財務書類

（単位：百万円）
会計単位 普通会計 連結会計

項 目 ２２年度 ２３年度 対前年 ２２年度 ２３年度 対前年
((((イイイイ))))経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支額額額額

（（（（②収入－①支出）②収入－①支出）②収入－①支出）②収入－①支出）
4,0534,0534,0534,053 3,3833,3833,3833,383 ----670670670670 4,3264,3264,3264,326 3,5603,5603,5603,560 ----766766766766

①支出合計 6,757 6,906 149 11,403 11,717 314

②収入合計 10,810 10,289 -521 15,729 15,277 -452
((((ロロロロ))))公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支額額額額

（（（（②収入－①支出）②収入－①支出）②収入－①支出）②収入－①支出）
----1,3331,3331,3331,333 ----775775775775 558558558558 ----1,2931,2931,2931,293 ----947947947947 346346346346

①支出合計 2,790 1,063 -1,727 3,197 1,362 -1,835

②収入合計 1,457 288 -1,169 1,904 415 -1,489
((((ハハハハ))))投資・財務的収支投資・財務的収支投資・財務的収支投資・財務的収支額額額額

（（（（②収入－①支出）②収入－①支出）②収入－①支出）②収入－①支出）
----2,7692,7692,7692,769 ----2,5592,5592,5592,559 210210210210 ----2,7612,7612,7612,761 ----2,5922,5922,5922,592 169169169169

①支出合計 3,319 2,948 -371 3,315 2,986 -329

②収入合計 550 389 -161 554 394 -160

翌年度翌年度翌年度翌年度繰上充用金増減額（ニ）繰上充用金増減額（ニ）繰上充用金増減額（ニ）繰上充用金増減額（ニ） 1111 0000 ----1111 0000 0000 0000

１１１１ 当期資金増減当期資金増減当期資金増減当期資金増減額額額額
((((イ＋ロ＋ハ＋ニイ＋ロ＋ハ＋ニイ＋ロ＋ハ＋ニイ＋ロ＋ハ＋ニ))))

----48484848 49494949 97979797 272272272272 21212121 ----251251251251

２２２２ 期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高 916916916916 868868868868 ----48484848 1,2861,2861,2861,286 1,5591,5591,5591,559 273273273273

３３３３ 経費負担割合変更に伴う差額経費負担割合変更に伴う差額経費負担割合変更に伴う差額経費負担割合変更に伴う差額 0000 0000 0000 0000 0000 0000

４４４４ 期末資金期末資金期末資金期末資金残高残高残高残高
((((１＋２＋３１＋２＋３１＋２＋３１＋２＋３))))

868868868868 917917917917 49494949 1,5581,5581,5581,558 1,5811,5811,5811,581 23232323

基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支基礎的財政収支 2,7202,7202,7202,720 2,6082,6082,6082,608 ----112112112112 3,0333,0333,0333,033 2,6132,6132,6132,613 ----420420420420

※四捨五入したため一致しない部分があります。

（４）資金収支計算書


